

































方が、私立の生徒よりも表現への保護は厚くなされるとの指摘がある。See Jennifer Butwin, 
Children Are Crying and Dying While the Supreme Court Is Hiding: Why Public Schools Should Have 






















































サイトを利用した言論を理由に懲戒されることはない。See Kara A. Schmidt, Out of Bounds: 
Reviving Tinker’s Territorial Nexus to Constrain Schools’ Disciplinary Power over Student Internet Speech, 
28 Geo. Mason L. Rev. 853, 856 （2021）.［hereinafter Schmidt ］
（ 3）　See Mahanoy Area School District v. B.L., 594 U.S. ____ （2021）, 141 S.Ct. 2038. この事件は「真の
校外言論を公立学校が規制しようとすることの合憲性について考察した初めての事件である」。
See id. at 2048. （Alito, J., concurring）.
（ 4）　この点を指摘するものとして、See Katherine A. Ferry, Reviewing the Impact of the Supreme Court’s 
Interpretation of “Social Media”as Applied to Off-Campus Student Speech, 49 Loy. U. Chi. L. J. 717,　






































































































ク事件（2007年）（Morse v. Frederic, v. 551 U.S. 393 （2007）である。ここでは、オ
リンピックの聖火ランナーを見物するために、授業が中止され、生徒等は道路
の両側に分かれて見物していたが、ある生徒が、ランナーとカメラクルーが通









































































































































































　Layshock v. Hermitage Sch. Dist., 650 F. 3d 205 （ 3d Cir. 2011）（Layshock 事件
（2011年））
（11）　インターネットの有用性とその制約について、検討を行っている最高裁の判例として

































































































































































































































る事件がある。その表現自体は紙媒体によるものであるが、紹介しておこう。Boucher v. School 













されないことに注意しなければならない、との指摘がある。See Andrew P. Stanner, Toward an 


























ということである。See Ferry, supra note 4 , at 728-30.
　　　なお、「真の脅迫」が修正 1条の保護を受けないとされる理由として、恐怖を防止すること、
この恐怖からもたらされる混乱を防止すること、脅迫の内容である暴力が現実に発生する可能性





























ついて判断される必要はないとの指摘がある（see Lavine v. Blaine Sch. Dist., 257 F. 3 d 981, 987-90 







論を検閲して懲戒する権限を有するとしている。See Ferry, supra note 4 , at 775-76.
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題にとっての効果的な解決ではない。See Stanner, supra note 17, at 405-06.
（24）　脅迫的な言論は、ごく限定的な、前兆的意義しかなく、その評価には生徒の性格や環境につい
ての詳細な調査が必要である。それにもかかわらず、裁判所は、一貫して生徒の生活や環境より































































いる。 See Stephen Wermiel, Student Activism on Campus: Tinkering with Circuit Conflicts beyond the 


























































































































































Schmidt, supra note 2 , at 863.
（31）　フェリィは、ソーシャルメディアには修正 1条の保護が及び、これを制約するためには、厳格
な審査がなされるとする Packingham事件（2017年）の考え方は、校外のオンライン言論の規制









ているイベント以外で書き込まれたオンライン上の言論には権限は及ばない。See id. at 771-72.
（33）　紙媒体であるが、引出しにしまってあった絵画が、生徒の弟によって偶然に学校に持ち込まれ
た場合には、校内言論とはいえないとされた事件がある。Porter v. Ascension Parish Sch. Bd., 393 















































































者の上告審である最高裁の判断（Mahanoy Area School District v. B.L., 594 U.S. 
____ （2021）, 141 S.Ct. 2038）が下されたので紹介しよう。
（37）　バトウィンは、学校が言論を規制できるかどうかは、校内・校外の行為であるかの区別に基づ
くのではなく、学校に相当程度の影響を及ぼしているかどうかが問題であるとしている。See 
Butwin, supra note 1 , at 693. また、シュミットは、第 2、 4、 8、 9、11巡回区控訴裁の一貫し
た考え方は、生徒の表現がどこでなされたかを考慮することなく、それが学校に混乱を引き起こ
し、又はその可能性があるかを問題とし、混乱を生ずるか否かの判断には学校の広い裁量に委ね


























































自由は価値のないものとなってしまう」（Mahanoy Area School District v. B.L., 594 U.S. ____ （2021）, 


























































すべてに関する、広範で、一般的な修正 1条のルールを定めることは賢明ではないこと（see id. 
at 2049）。その上で、学校の外で、教育プログラムと無関係の表現に学校の規制権限が及ぶ理由
について、十分な説明がなされるべきとする。「数学の時間に、生徒に…数学について発言させ
…質問に答えさせる…ことが、教師に認められていないならば、学校が効果的に機能することは
あり得ない…しかしながら、学校のグラウンド内ではなく、また学校のプログラムに参加してい
ない場合に、生徒が発言し、記述したことを規制する場合、なぜ、公立学校に入学すると生徒の
言論の自由は縮小してしまうのか…学校には答える義務がある」とした（id. at 2050-51）。
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まとめ
　以上、インターネットを利用した生徒の校外言論について、修正 1条による
保障の範囲という観点から判例法の流れを整理してきた。まず、1969年のティ
ンカー事件で示された考え方、すなわち、生徒にも修正 1条の保障が及ぶこと
を前提に、その制約は、教育環境の「実質・相当程度の混乱」の場合に限定さ
れることについては、一貫して支持されてきた。しかし、ティンカー事件で問
題になったのは校内言論であり、公的関心事に関する表現であったため、イン
ターネットを利用した、侮辱、いじめ、脅迫等の表現に、ティンカーテストを
いかに適用していくか、巡回区控訴裁では判断が分かれていた。
　これについては、まず、地理的・内容的に学校とは全く無関係になされた言
論には規制は及ばないと考えらたが、何が、これにあたるのか、見解に相違が
ある（学校と無関係であれば、ティンカーテストの適用を受けず、学校の規制権限
に服さず、教育活動の特殊性からする、より強度の制約も受けないことになる）。イ
ンターネットの場合、学校が管理する施設等を利用し、学校教育に関わりがあ
る活動であれば、これらは校内言論としてティンカーテストが適用される。問
題は、これ以外の、私的なサイト内の表現である。この点について、最高裁は
「親代わり」理論を用いて、学校による権限の範囲を画定し、親による、子の
表現を規制する権限が残されていることを指摘している。
　しかし、そうした私的であるはずの表現も、校内に広まり、共有されること
は、インターネットの性質や、学校という密な社会を考えると当然である。更
には、積極的にその表現を広めようとしていたのか、広まることは予想できて
いたのか、それとも偶然に校内に広まったのか、様々である。しかしながら、
結局のところは、その言論が「実質・相当程度の混乱」を校内にもたらした
か、又はそのことが予想できたかに焦点が絞られて判断される傾向がある。
　その際に最高裁が重視したのが、「公的関心事」への言及や「批判」が有す
る修正 1条の価値である。たとえ、その表現方法が、不快であったとしても、
その内容が不人気であったとしても、これに寛容であることが表現の自由の核
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心であり、自己統治・民主主義を支えており、これを実践していくことこそが
教育現場としての学校にふさわしいとしたのである。
　この一般論は、最高裁の判例法理として筋の通った考え方であるが、その表
現内容・方法に考慮が払われなくともよい、とはいえない。表現は複合的であ
り、その校内に及ぼす影響は学校ごとに様々であろう。たとえ、公的関心事で
あったとしても、わいせつな内容や表現を伴っている場合、更に、学校に対す
る批判であっても、学校、教員、学友等を侮辱する内容や方法であることもあ
り得る。この場合にも、一方的に表現への寛容を強いられるとはいえないはず
である。また、教育環境等は学校ごとに様々である。公的関心事であっても、
教員・生徒間、または生徒相互間において激しい対立がある場合があり、「混
乱」を避けるために、生徒の表現の内容・方法等に規制を加える必要が生じて
くることも考えられる。その適切な判断を行えるのは学校であり、その判断に
は一定の裁量が認められる必要があろう。
 ―みやはら　ひとし・東洋大学法学部教授―
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